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 The study aimed to facilitate a new type of risk communication related to injury prevention at school. At an elementary 
school, dangerous and fun experiences on the school playground were collected from children, and perceived levels of danger 
and fun among children toward several plays on part of the playground were also examined. The data obtained were used for 
playground equipment modification and peer-to-peer safety education among children. The similar approach can be applied 
to other elementary schools to reduce the number and severity of injuries at school, with taking into consideration unique 
characteristics in school playground environments of each school.  

 

1. 学校における子どもの傷害予防 
日本における子ども（１～19 歳）の死因の第 1 位は、1960 年

以降、常に「不慮の事故」である。2007 年には、0 歳児 125 人を

含め、19 歳以下の子ども 1,123 人が不慮の事象によって命を

落としている 1)。日本の不慮の事象による子どもの死亡は、

OECD 加盟 25 か国中 15 位である(1991～95 年の平均) 2）。もし、

日本が「傷害予防先進国」であるスウェーデン並みの死亡率に

下げることができたなら、この 5 年間に計 2,617 人の子ども（1～

14 歳）の命が救えた計算になる 2）。 
不慮の事象は死亡だけでなく、重傷や後遺障害を残しうる。

オランダの研究によると、1 人の子どもの傷害死の裏には、160
件の入院例、2,000 件の救急受診例があり 3）、これらの予防も重

要である。子どもの日常生活を考えると、長い時間を過ごす学

校における安全は重要な課題である。平成 16 年度、小学校で

災害共済給付対象となる傷害を負った総数は 478,933 件 4）、1
日平均 1,312 人の小学生がけがをしたことになる。 

本研究では、小学校における子どもの傷害を減らすことを目

的としたリスク・コミュニケーション・システムの新しい形として、小

学生が自ら集めたヒヤリ・ハット事例、校庭の「危険箇所」情報を

もとに、自ら取り組む安全学習プログラムを紹介する。同じ立場

にある者が経験を共有し、意識・知識の向上を図る Peer-to-peer
教育については、自助グループ等で効果が認められており 5）、

同様のアプローチは小学生でも有効である可能性がある。また、

ヒヤリ・ハット事例や校庭の危険箇所について情報を集めること

は、安全に対する意識を高めることにもつながる。 
一方、小学校は、6 歳から 12 歳という、成長・発達の著しい時

期にあたるため、危険に対する認知、安全に対する意識も大き

く変わる可能性が考えられる。本研究では、その点も検討した。 

2. 方法 

2.1 対象 
千葉県柏市立花野井小学校生徒 269 名及び教諭 10 名。 

2.2 データ収集 

(1) 校庭の危険箇所情報、及び遊びと危険に関する情報. 
安全学習の一環として、生徒が同校校庭で経験した「楽しか

ったこと」「危なかったこと」を付箋に書き出し、校庭模式図に貼

付した。模式図は、３D スキャナーを用い、遊具などの配置が正

確に反映されている。 

(2) 「楽しさ」「危なさ」の定量評価 
上で集めた情報をもとに、サーストンの一対比較法を用い、

同校校庭の傾斜部に遊具を配置した「花野井山」での複数の遊

びについて調べた。子どもたちがどの程度、「楽しい」「危ない」

と思っているかを学年毎に比較、同時に同校教諭にも同じ調査

をすることで、学童と教諭の間の認知の違いも検討した。 

(3) ヒヤリ・ハット情報、

及び傷害情報 
同校の安全委員会で

は、生徒からヒヤリ・ハッ

ト情報を集めるシステム

を構築した。また、保健

室では、けがで訪れる

生徒から傷害の起きた

場所、傷害を負った部

位などを聞き、記録して

いる。身体部位につい
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図 1 身体地図情報システムを 

   使った傷害部位の記入例 
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ては、言葉で表現することが困難であることから、身体地図情報

システム 6）を用い、子ども又は保健教諭が該当する部位を塗り

つぶす形をとった（図 1）。 

3. 結果 
図 2 に、生徒が集めた校庭での「楽しい」「危ない」遊びの分

布を示す（1 年生と 4 年生）。「楽しい」と「危ない」が重なりあわ

ずに分布する 1 年生に比べ、4 年生は「楽しい遊び」と「危ない

遊び」の場所が重なる傾向がみられる（例：ジャングルジム、橋、

すべり台）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に、一対比較法による結果を、「花野井山で鬼ごっこをす

る」と「花野井山でかくれんぼをする」の場合について示す（図

3）。鬼ごっこについては、学年、生徒－教諭間で「危なさ」の認

知が異なり、１、２年生が「危なくない」と言っているのに対し、教

諭は「危ない」と認知している。かくれんぼについては「危なくな

い」との認知で一致しているものの、学年、生徒－教諭間で差

がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
認知された「楽しさ」「危なさ」の程度には差があるものの、生

徒に限っては、「楽しさ」「危なさ」の向きに学年間で違いはみら

れなかった。つまり、全学年を通して、「危ない。そして、楽しい」

に入る遊びはなく、大多数の遊びは「危ない。そして、楽しくな

い」、または「危なくない。そして、楽しい」のカテゴリーに入った。 

ヒヤリ・ハット情報、傷害情報については、収集を始めたばか

りであるため、定量的な検討には至っていない。 

4. 考察 
データ収集(1)によって得た「危ない」「楽しい」の分布から、低

学年から学年が上がるにつれて「危ない遊び」と「楽しい遊び」

が重複していく傾向がみられる。これは、ある程度危険なことを

試してみる楽しさを理解していく過程であろう。危険なことや難し

いことにチャレンジすることの重要性を理解しつつ、重大な傷害

を招かないよう、教育をしていく必要がある。 
同校では、「危ない遊びと経験」情報をもとに、安全委員会の

自主的な活動として定期的な見回りを始め、丸太製の平均台や

斜面が滑りやすい時などは、旗を立てて使用を禁止するよう呼

びかけている。「なぜ遊べないの」と尋ねる低学年には高学年の

安全委員がきちんと説明することで、安全意識の向上が進めら

れてきた。また、子どもから報告があった遊具の破損や危険箇

所については、処置を行うなど、環境・遊具の改善にもデータを

活用している。 
一対比較法による「楽しさ」「危なさ」の定量比較は、上の

Peer-to-peer 教育施行後に実施されたため、生徒は「危ない遊

び」について、ある程度の共通理解を有していたと思われる。

Peer-to-peer 教育前に一対比較法による比較を実施すれば、学

年間の認知に違いがより見られた可能性があり、それと教育後

の認知の違いをみることで、Peer-to-peer 教育の効果を測定でき

たであろう。今後、同様の取り組みを行う際に留意したい。 
校庭と遊具は、学校によって構成も配置も異なるため、本研

究の結果を一般化することはできない。しかし、本研究で示した

アプローチは、いずれの学校でも実施可能である。すなわち、

生徒の経験を校庭及び遊具の改善に活かし、同時に、生徒を

改善過程に巻き込むことで安全に対する意識を高めていくアプ

ローチである。「楽しさ」「危なさ」に対する認知データを集積す

ることで、遊びに対する子どもの認知発達への理解も深まる。一

方で、ヒヤリ・ハット情報や傷害情報を継続的収集は、一連の介

入の効果評価に役立つ。データの収集・管理・分析に生徒が携

わることの教育効果も見込まれる。 
本稿では、生徒自身が主体的に取り組む Peer-to-peer 型のリ

スク・コミュニケーション・システムについて概要を述べた。同様

の取り組みを他の学校にも広げ、学校固有の要因（環境・ヒト）

を包含しうる Peer-to-peer 傷害予防プログラムの開発を進めて

いきたい。 
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図 2 生徒が報告した「楽しい遊び」「危ない遊び」 

楽しい遊び 

危ない遊び 

 1 年生 

 花野井山 

 花野井山 

 ジャングルジム 

橋 

 すべり台(3 本) 

楽しい／ 

危ない 

楽しくない／

危なくない 

生徒 教諭
生徒 教諭

1,2 年 5,6 3,4 

鬼ごっこ かくれんぼ 

図 3 「楽しい」「危ない」の認知の程度（生徒、教諭） 


